
・

・

・

平成16年度 平成17年度 平成18年度

策定

運用

拡充

運用

拡充

運用

拡充

市民主体のまちづくり
の推進

計画事業費　 16百万円

情報公開と提供
の充実

ホームページ機能拡
充事業
（広聴広報課）
（情報政策課）

利用者が利便性を感じられるよう、分かり
やすい形での行政情報の提供機能や利
用しやすい市役所のポータルサイトとし
て機能の充実を図る。

計画内容

市民参加システ
ムの整備

市民参加推進計画策
定事業
(広聴広報課)

行政の様々な分野で市民参加の機会が
拡充されるよう、市民参加条例の制定を
踏まえ、市民参加推進計画を策定する。

【計画事業】

施策の内容
事業名
（担当課）

３ヵ年の事業概要

①市民参加システムの整備

②情報公開と提供の充実

③市民の主体的なまちづくり活動の推進

市民の主体的なまちづくり活動を促進するため、様々な情報提供を行ないながら、ボランティアや
ＮＰＯなどの交流と連携を促進します。

【施策の体系】

Ⅲ　計画実現のために

　１ 市民主体のまちづくりの推進

行政の様々な分野で、市民参加を総合的に推進するため、市民参加条例を制定し、これに基づく
市民参加推進計画を策定します。

公正で開かれた行政を展開していくため、広聴活動の充実を図り市民ニーズの的確な把握に努
めるとともに、広報活動を充実し、行政情報の一層の公開を図ります。

83



・

・

・

・

・

・

・

・

平成16年度 平成17年度 平成18年度

検討 整備 運用

運用

検討

運用

拡充

運用

拡充

整備 運用 運用

創造的な行政推
進体制の整備

文書管理システム整
備事業
（総務課）

行政運営の効率化に向け、文書の作成
から決裁、施行、保存、公開、廃棄に至
るまでの一連の事務処理手続きについ
て、一体的なシステム整備を進める。

総合人事管理システ
ム整備事業
（人事課）

事務処理の効率化を図るため、職員の
人事、研修、給与、健康管理などを一元
的に運用できるよう、システム整備を進
める。

公有財産台帳管理シ
ステム整備事業
（契約管財課）

台帳の適正管理や事務処理の迅速化を
図るため、公有財産に関するデータを収
集、整理して、電子的な公有財産台帳を
整備する。

施策の内容
事業名
（担当課）

３ヵ年の事業概要
計画内容

③効率的な行財政運営の推進

④健全な財政運営の推進

⑤市役所庁舎の建設

【計画事業】

都市経営の視点に ①創造的な行政推進体制の整備

立った行財政運営 ②計画的な行政運営の推進

バランスシートを活用して様々な財務分析を行いながら、財務諸表を作成し、職員のコスト意識を
高めるとともに、市民にわかりやすい行政活動の情報提供を行います。

狭隘化や老朽化、分散化及び耐震上の問題を抱える市役所庁舎について、市民が利用しやす
い開かれた庁舎となるよう、建設に向けた検討を進めます。

【施策の体系】

施策や事業の成果を重視した計画的な行政運営の推進を図るため導入した行政評価システムに
ついて、事務事業評価のデータベース化を図ることにより、より効果的な評価を行うとともに、財務
会計との連携を行います。また、施策評価に向けた取り組みを進めます。

第２次行政改革推進計画（17年度～19年度）を策定し、行政改革を積極的に推進するとともに、こ
れまでのＰＦＩ事業の取り組みを踏まえ、ＰＦＩ実施指針を策定し、行政の効率化や市民サービスの
向上を図ります。

監査機能を充実するため、外部監査制度の導入について検討を進めます。

市民サービスの向上のため、市税のコンビニ収納サービスを実施するとともに、公共施設等の開
館日や利用時間の見直しを行います。また、税の電子申告制度について検討を進めます。

　２ 都市経営の視点に立った行財政運営

地方分権が進む中、限られた財源や人的資源のなかで、多様化、高度化する市民のニーズに適
切に応えていけるよう、総合的かつ弾力的な行財政運営を推進するとともに、施策や事業の検討
にあたっては、構造改革特区による実現の可能性も併せて検討します。

創造的な行政推進体制の整備に向け、時代潮流などの変化に対応した専門実務能力や政策形
成能力を持った職員を養成するための研修制度を充実するとともに、行政の情報化を推進しま
す。
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平成16年度 平成17年度 平成18年度

整備

運用
運用 運用

構築 運用 運用

検討 整備 運用

策定

実施

策定 推進 推進

運用

検討
更新 運用

整備 運用 運用

基本構想 基本計画 基本設計

計画内容

創造的な行政推
進体制の整備

電子入札システム整
備事業
（契約管財課）

契約事務の透明性や公平性の向上など
を図るため、インターネットを通じた入札
案内の公開や入札、落札結果の公開に
ついて検討し、電子入札システムの整備
を進める。

【再掲】
下水道情報管理シス
テム整備事業
(下水道課)

下水道情報の適正管理を図り、また事
務処理の効率化を図るため、施設情報
や情報管理事務の電子化、システム化
を進める。

事業名
（担当課）

３ヵ年の事業概要

計画事業費　 405百万円

市役所庁舎の建
設

庁舎等建設事業
（企画政策課）

16年度において基本構想を策定、17年
度において基本計画を策定し、18年度
に基本設計を行う。

効率的な行財政
運営の推進

PFI手法導入指針策定
事業
(企画政策課)

新浦安駅前複合施設及び学校給食セン
ターの取り組みを踏まえ、本市のPFI事
業に対する実施指針を定める。

公共施設等市民サー
ビス向上事業
(総務課)

市民サービスの向上を図るため、中央図
書館、総合体育館、屋内水泳プール、
中央武道館、文化会館、青少年館等の
開館日の増や利用時間の延長を実施す
る。また、市役所窓口の休日開庁を実施
する。

第２次行政改革推進
計画策定事業
(総務課)

第２次行政改革推進計画（17～19年度）
を策定し、効率的な行財政運営を推進
していく。

財務会計システム更
新事業
（財政課）

事務処理の迅速化や効率化を図るた
め、システムの更新時期に併せ、帳票類
の追加や電子決裁の導入などを検討
し、機能の充実を図る。

コンビニ収納事業
（収税課）
（国保年金課）

納税機会を拡大するため、市民等がコン
ビニエンスストアからも納税できるよう、納
付書の記載内容を追加するプログラム
修正などを行う。

計画的な行政運
営の推進

行政評価システム整
備事業
（総務課）

行政評価に伴う事務処理が円滑に行え
るよう、評価表のデータベース化や財務
会計システムとの連携などを進めるととも
に、施策評価に向けた検討を進めてい
く。

施策の内容
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・

・

・

・

広域的な連携 ①関係自治体との連携強化

②国、県との連携強化

羽田空港再拡張事業に伴う問題や三番瀬に係る課題について、近隣自治体と連携しながら対応
を図っていきます。

市行政の推進にあたって、国、県との役割分担と責任の範囲を明確にし、国、県の責任において
行う事業については、迅速かつ適切な対応を要請します｡

【施策の体系】

　３　広域的な連携

市川市、船橋市、浦安市の３市で構成する、京葉広域行政連絡協議会において、各市に共通す
る行政課題の効率的、効果的な解決に努めます。

災害時の協力をはじめ、より広域的な対応が必要な行政課題については、他自治体との多様な
連携を図りながら、その解決に努めます。

86


